
（様式第 15 号）（要領第 12 関係） 

 

次世代空モビリティ活用信州モデル創出補助金 

業 務 等 質 問（回 答）書 

 質問日：令和 7年 6月 26日 

質問書提出者 商 号 又 は名 称 ※  

所    在    地  

電       話  

担当者 所属・氏名  

質 問 内 容 １．実施体制について 

（様式第2号）実施計画書の（６）項 「実施体制、進め方、スケジュール」の体制

に、業務委託を予定している外注業者名の記載も必要でしょうか。 

２．補助金交付の条件について 

補助金交付要綱 第８（１）の規定では、総額の30％を超える場合、補助事業変

更承認申請および承認が必要と読み取れますが、（様式第３号）経費内訳書に記載の内

訳それぞれの金額に対する変更の条件はあるのでしょうか。 

３．補助金の交付請求 

補助金の交付請求にあたっては、（様式第12号）補助事業収支報告書および（様式第

1３号）補助金交付（概算払）請求書を提出する以外に、細部の収支明細となるエビデンス

資料の提出も必要となりますでしょうか。 

 ※共同企業体を形成する者である場合、構成団体の名称を全て記載すること 

  



回答日：令和７年６月30日 

回    答 １．実施体制について 

必須ではありませんが、可能な限り具体的に記載してください。なお、内容が確定していない

場合は、予定であることが分かるように記載してください。 

２．補助金交付の条件について 

補助金等交付規則（昭和34年長野県規則第９号）第５条第１項第４号の規定に

より、経費の配分の変更をしようとするときは、補助事業変更承認申請が必要です。 

第５条 知事等は、補助金等の交付の決定をする場合において、補助金等の交付の目的

を達成するため必要があるときは、補助事業者等に対し、次に掲げる事項につき条件を附す

るものとする。 

(１) ～（３）略  

(４) 補助事業等に要する経費の配分又は補助事業等の内容の変更（知事等の指示

する軽微な変更を除く。）をしようとするときは、すみやかに知事等に報告してその承認を受け

るべきこと。 

 

３．補助金の交付請求 

必要です。公募要領第５（２）（補助対象経費全般にわたる留意事項）のとおりで

す。（以下は抜粋） 

「補助事業の遂行に当たっては事業費の経理区分を明確にすること。当該事業に使用した

ものとして明確に区分できるもので、かつ証拠書類によって金額等が確認できるものを補助

対象とする」 

 


